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平成 13 年 3 月期   個別財務諸表の概要       平成１3年 5月 24日 
 
上 場 会 社 名   株式会社 ソディック           上場取引所  東 

コ ー ド 番 号   6143             本社所在都道府県  神奈川県 

問  合   せ  先   責任者役職名 取締役副社長        ＴＥＬ (０４５)９４２－３１１１(代) 

            氏    名 丸田善崇          

決算取締役会開催日   平成１３年５月２４日    

定時株主総会開催日   平成１３年６月２８日             中間配当制度の有無    有   
 

１．平成13年 3月期の業績(平成１2年 4月 1日～平成１3年 3月 31日) 

(1)経営成績                               (百万円未満切り捨て) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

    百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 

平成 13年 3月期 26,159(  4.6  ) 1,118(△34.4 ) 1,726( 104.2 ) 

平成 12年 3月期 25,003( 14.8  ) 1,704(    -  ) 845(    -  ) 
 

当期純利益 １株当たり 潜在株式調整後 株主資本 総資本 売上高  

 当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

 百万円  ％ 円 銭 円 銭    ％    ％    ％ 

平成 13年 3月期 847( 25.5 ) 21  42 18  13 4.4 3.1 6.6 

平成 12年 3月期 675(   -  ) 20  91 16  86   4.4 1.6 3.4 

(注)１.期中平均株式数         平成 13年 3月期 39,571,433株 

 平成 12年 3月期 32,290,069株 

２.会計処理の方法の変更 無 

３.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)配当状況 

  1株当たりの年間配当金  

 中  間 期  末 

 配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配当率 

   円 銭   円 銭   円 銭   百万円     ％     ％ 

平成 13年 3月期 5 00 0 00 5 00      204     24.1      0.9 

平成 12年 3月期 0 00 0 00 0 00    － － － 
 

(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

     百万円     百万円       ％     円 銭 

平成 13年 3月期 56,377 21,591 38.3 528  63 

平成 12年 3月期 55,468 17,375 31.3 503  74 

(注)期末発行済株式数 平成13年 3月期 40,845,097株 

 平成 12年 3月期 34,491,909株 

 

２．平成１４年３月期の業績予想(平成１3年 4月 1日～平成１4年 3月 31日) 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 中 間 期 末  

   百万円   百万円   百万円  円  銭  円  銭  円  銭 

中 間 期  12,500     800    550   0    00 - - 

通   期  26,500   2,000  1,400 -   5    00   5   00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  34円 28銭 
 

 



２ 

比 較 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円） 

平 成13 年3 月 期 

(13.3.31)現在 

平 成12 年3月 期 

(12.3.31)現在 
        期   別 

科   目 
金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

増  減 

資 産 の 部      
Ⅰ流 動 資 産 2 8 , 5 4 9    5 0 . 6   2 6 , 8 0 6    4 8 . 3   1 , 7 4 2    

現 金 ･ 預 金 3,534    2,594    939   
受 取 手 形 9,784    5,416    4,368   
売 掛 金 8,175    10,116    △1,941   
有 価 証 券 ―  174    △174   
自 己 株 式 0    2    △1   
製 品 627    1,116    △488   
原 材 料 983    1,200    △216   
仕 掛 品 2,202    1,886    316   
貯 蔵 品 16    11    5   
前 払 費 用 150    157    △6   
未 収 入 金 2,871    3,010    △138   
短 期 貸 付 金 224    670    △446   
その他の流動資産 471    553    △82   
貸 倒 引 当 金 △492    △103    △388   

Ⅱ固 定 資 産 2 7 , 8 2 8    4 9 . 4   2 8 , 6 6 2    5 1 . 7   △8 3 4    

(有形固定資産)
 

（9,320） （16.6） （9,489） （17.1） （△169） 
建 物 6,974    6,944    30   
構 築 物 527    528    △1   
機 械 装 置 861    986    △124   
車 両 運 搬 具 16    19    △3   
工 具 器 具 備 品 1,449    1,659    △209   
土 地 5,470    5,470    ―   
建 設 仮 勘 定 4    ―    4   
減 価 償 却 累 計 額 △5,985    △6,119    134   

(無形固定資産)
 

（506） （0.9） （485）  （0.9） （21)  
特 許 権 43    52    △8   
借 地 権 等 121    162    △41   

ソ フ ト ウ ェ ア 341      270   71   

(投 資 等)
 

（18,001） （31.9） （18,687） （33.7） (△685)  
投 資 有 価 証 券 4,056    4,559    △503   
子 会 社 株 式 9,035    8,871    164   
出 資 金 683    844    △160   
子 会 社 出 資 金 1,683    988    695   
長 期 貸 付 金 5,324    6,028    △703   
長 期 前 払 費 用 104    174    △70   
敷 金 ･ 保 証 金 223    208    15   
そ の 他 の 投 資 等 424    523    △99   
貸 倒 引 当 金 △3,533    △3,511    △22   

資 産 合 計 5 6 , 3 7 7    1 0 0 . 0  5 5 , 4 6 8    1 0 0 . 0  9 0 8    
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比 較 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円） 

平 成13年3月 期 

(13.3.31)現在 

平 成12年3月 期 

(12.3.31)現在 
        期   別 

科   目 
金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

増  減 

負 債 の 部      

Ⅰ流 動 負 債 2 3 , 0 4 9  4 0 . 9  2 6 , 4 1 6  4 7 . 6  
△

3 , 3 6 6  

支 払 手 形 6,034  7,543  △1,509 

買 掛 金 1,918  4,470  △2,552 

短 期 借 入 金 8,392  10,419  △2,026 

一年以内償還予定の      

社 債 3,000  ―  3,000 

一年以内返済予定の      

長 期 借 入 金 1,646  2,584  △938 

未 払 金 1,394  841  553 

未 払 法 人 税 等 27  29  △2 

未 払 費 用 463  409  53 

その他の流動負債 172  117  54 

Ⅱ固 定 負 債 1 1 , 7 3 5  2 0 . 8  1 1 , 6 7 7  2 1 . 1  5 8  

社 債 2,000  3,000  △1,000 

転 換 社 債 6,997  4,283  2,714 

長 期 借 入 金 2,140  3,864  △1,724 

長 期 未 払 金 598  526  72 

退 職 給 与 引 当 金    ―   2  △2 

負 債 合 計 3 4 , 7 8 5  6 1 . 7  3 8 , 0 9 3  6 8 . 7  
△

3 , 3 0 7  

資本の部      

Ⅰ資 本 金 1 4 , 6 2 8  2 6 . 0  1 2 , 9 2 4  2 3 . 3  1 , 7 0 3  

Ⅱ法 定 準 備 金 6 , 3 8 6  1 1 . 3  3 , 7 7 5  6 . 8  2 , 6 1 1  

資 本 準 備 金 6,386  3,775  2,611 

Ⅲ剰 余 金 1 , 5 2 2  2 . 7  6 7 5  1 . 2  8 4 7  

当 期 未 処 分 利 益 1,522  675  847 

（うち当期純利益）   (847)    （675）    （172） 

Ⅳ評 価 差 額 金 △9 4 6  △1 . 7  ― ― △9 4 6  

 そ の 他 有 価 証 券  

評 価 差 額 金 △946 
 

―  △946 

資 本 合 計 2 1 , 5 9 1  3 8 . 3  1 7 , 3 7 5  3 1 . 3  4 , 2 1 6  

負 債 お よ び 資 本 合 計 5 6 , 3 7 7  1 0 0 . 0  5 5 , 4 6 8  1 0 0 . 0  9 0 8  
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比 較 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

平成13年 

3月期 

自 12.4. 1 

至 13.3.31 

平成 12年 

3月期 

自 11.4. 1 

至 12.3.31 科     目 

金   額 百 分 比 金   額 百 分 比 

増  減 

 ( 経 常 損 益 の 部)       

 営 業 損 益 の 部               

営 業 収 益             

売 上 高 26,159 100.0  25,003 100.0  1,156 

営 業 費 用             

売 上 原 価 18,510 70.7  18,170 72.7  340 

販売費および一般管理費 6,530 25.0  5,128 20.5  1,401 
      

      

      

営 業 利 益        1 , 1 1 8  4 . 3   1 , 7 0 4  6 . 8   △5 8 5  

      

 営 業 外 損 益 の 部               

営 業 外 収 益        1 , 9 6 1  7 . 5   9 9 8  4 . 0   9 6 3  

受取利息および配当金 250  264  △14 

為 替 差 益 1,172  ―  1,172 

受 取 手 数 料 204  362  △157 

賃 貸 料 収 入 169  296  △127 

そ の 他 164  75  89 
      

      

営 業 外 費 用        1 , 3 5 4  5 . 2   1 , 8 5 8  7 . 4   △5 0 3  

支 払 利 息 872  812  60 

為 替 差 損 ―  664  △664 

新 株 発 行 費 2  24  △22 

社 債 発 行 費 193  144  48 

賃貸固定資産諸費用 72  121  △48 

そ の 他 214  90  124 
      

      

      
経 常 利 益        1 , 7 2 6  6 . 6   8 4 5  3 . 4   8 8 0  

      

 



５ 

比 較 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

平成13年 

3月期 

自 12.4. 1 

至 13.3.31 

平成 12年 

3月期 

自 11.4. 1 

至 12.3.31 科     目 

金   額 百 分 比 金   額 百 分 比 

増  減 

 ( 特 別 損 益 の 部)       

特 別 利 益 9 3 8  3 . 6  8 1 4  3 . 3  1 2 4  

固 定 資 産 売 却 益 ―  0  △0 

投資有価証券売却益 0  155  △155 

子会社株式売却益 932  163  769 

借 地 権 売 却 益 6  ―  6 

土地･建物現物出資益 ―  494  △494 
      

      

特 別 損 失 1 , 7 9 1  6 . 9  9 2 9  3 . 7  8 6 1  

固 定 資 産 除 却 損 27  4  23 

投資有価証券売却損 3  ―  3 

退職給付会計移行時      

差 異 償 却 費 29  ―  29 

有価証券等評価損 ―  35  △35 

投資有価証券評価損 650  ―  650 

子会社株式評価損 ―  90  △90 

会 員 権 評 価 損 58  ―  58 

子会社債権償却損 997  ―  997 

子会社貸倒引当金繰入額 ―  800  △800 

貸倒引当金繰入額 24  ―  24 
      

      

税引前当期純利益  8 7 2  3 . 3  7 2 9  2 . 9  1 4 3  

      

法 人 税 、 住 民 税 

お よ び 事 業 税 25 0.1 29 0.1 △4 
過 年 度 法 人 税 

お よ び 住 民 税 ― ― 24 0.1 △24 
      

      

当 期 純 利 益  8 4 7  3 . 2  6 7 5  2 . 7  1 7 2  

      
      

      

前 期 繰 越 利 益  6 7 5   ―  6 7 5  

当 期 未 処 分 利 益  1 , 5 2 2   6 7 5   8 4 7  
      

 

 



６ 

比較利益処分案 

（単位：百万円） 

摘    要 平成 13年 3月期 平成 12年 3月期 増    減 

当期未処分利益 1,522 675 847 

利益処分額    

 利 益 準 備 金 26 ― 26 

 利 益 配 当 金 204 ― 204 

 （1株につき5円）   

 役 員 賞 与 金 60 ― 60 

  (うち監査役賞与金) （3） ― （3） 

計 290 ― 290 

  次 期 繰 越 利 益  1,232 675 556 

（注）平成13年 3月期の利益配当金204百万円は、自己株式442株を除いて計算しております。 

 

 

 



 ７

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式および関連会社株式 … 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。） 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

自己株式・・・・・・移動平均法による原価法 

２．デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法 

時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品及び仕掛品・・・個別法による原価法 

原材料及び貯蔵品・・先入先出法による原価法 

４．固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 

定率法 

ただし、建物（建物付属設備は除く）については、定額法によっております。 

（２）無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェアについては、自社利用目的のものは社内における利用可能期間

（5 年）に基づく定額法を採用しております。販売目的のものは見込販売数量に基づ

く償却額と、残存見込販売有効期間に基づく均等償却額との、いずれか大きい金額を

計上しております。なお、販売目的のソフトウェアの当初における見込販売有効期間

は 3 年としております。 

（３）投資等 

長期前払費用・・・定額法 

５．繰延資産の処理方法 

（１）社債発行費 

支払時の費用として処理しております。 

（２）新株発行費 

支払時の費用として処理しております。 

６．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 



 ８

（２）退職給付引当金（前払年金費用） 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（149 百万円）については、5 年による按分額を費用処理

しております。 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 

（１） ヘッジ会計の方法…繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッ

ジについて振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引 

② ヘッジ対象…外貨建債権債務、変動金利借入の支払金利 

（３）ヘッジ方針 

当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。

外貨建債権債務の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金

利変動リスク軽減のために金利スワップ取引を行うものとしております。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時までの、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計額を比較する方法によ

っております。 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

（追加情報） 

１．退職給付会計 

当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は 58 百万円多く、税引前当期

純利益は 28 百万円多く計上しております。 

２．金融商品会計 

当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価方法、貸倒引当金

の計上基準、その他金融商品の評価方法を変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益、税引前当期純利益は、とも

に 29 百万円多く計上しております。 

３．外貨建取引等会計処理基準 

当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日)） を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益、税引前純利益は、ともに 34
百万円多く計上しております。 



９ 

（注記） 

（貸借対照表関係） 

１．子会社に対する金銭債権･債務 平成 13 年 3 月期 平成 12 年 3 月期 

 短期金銭債権     12,277百万円 10,086 百万円 

 (子会社からの受取手形割引高)      1,002百万円 2,498 百万円 
 長期金銭債権      5,482百万円 6,238 百万円 
 短期金銭債務      1,289百万円 1,683 百万円 
 長期金銭債務        418百万円 526 百万円 

２．リース契約により使用する固定資産 

貸借対照表に計上した固定資産のほか､生産用機械装置の一部、車両および通信専用回線用交換 

機についてはリース契約により使用しております｡ 

３．担保に供している資産 平成 13 年 3 月期 平成 12 年 3 月期 

 建    物       3,014 百万円 3,163 百万円 
 土    地       4,816 百万円 4,816 百万円 

 投資有価証券       1,248 百万円 3,494 百万円 
４．偶発債務 平成 13 年 3 月期 平成 12 年 3 月期 

 受取手形割引高       5,732 百万円 4,730 百万円 
 輸出為替手形割引高         352 百万円 2,693 百万円 
 保 証 債 務       3,776 百万円 4,944 百万円 
５．自己株式の数  平成 13 年 3 月期  平成 12 年 3 月期 

 442 株 2,754 株 
６．１株当たり当期純利益 平成 13 年 3 月期 平成 12 年 3 月期 

 21 円 42 銭 20 円 91 銭 

７．期末日満期手形  

期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理しておりますが、当期末日は金融機関の休日であ

ったため、期末日満期手形が以下の科目に含まれております。 

 受取手形 128 百万円  

 支払手形 529 百万円  

 受取手形割引高 131 百万円  

  

  

（損益計算書関係）  

１．子会社との取引高 平成 13 年 3 月期 平成 12 年 3 月期 

 売  上  高          7,410 百万円 10,230 百万円 
 仕  入  高          4,095 百万円 4,970 百万円 
 販売手数料及び支払手数料 1,056 百万円 566 百万円 
 販売促進費及びサービス費 15 百万円 17 百万円 
 支 払 賃 借 料          249 百万円 176 百万円 
 その他の営業費用          2 百万円 －百万円 
 固定資産賃貸料収入 116 百万円 216 百万円 
 その他の営業外取引 386 百万円 415 百万円 
 資産購入高 12 百万円 4 百万円 
 資産売却高 －百万円 2 百万円 

 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費  平成13年 3 月期 平成12 年 3月期 

 1,087 百万円 1,152 百万円 

 



１０ 

（リース取引関係） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

平成13年 3月期 機械装置 車両運搬具 工具器具備品 合   計 

･取得価額相当額 1,270 百万円 3百万円 
160 百万

円 
1,434 百万円 

･減価償却累計額相当額 305 百万円 2百万円 
103 百万

円 
412 百万円 

･期末残高相当額 964 百万円 0百万円 56百万円 1,022 百万円 

平成12年 3月期 機械装置 車両運搬具 工具器具備品 合   計 

･取得価額相当額 1,217 百万円 16 百万円 
186 百万

円 
1,419 百万円 

･減価償却累計額相当額 255 百万円 13 百万円 93 百万円 362 百万円 

･期末残高相当額 961 百万円 2百万円 92百万円 1,056 百万円 

(２) 未経過リース料期末残高相当額 

  平成13年3 月期 平成12年3 月期 

 1年内 161 百万円 165 百万円 

 1年超 883 百万円 914 百万円 

 合 計 1,044 百万円 1,080 百万円 

(３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 平成 13 年 3 月期 平成 12 年 3 月期 

･支払リース料 201 百万円 170 百万円 

･減価償却費相当額 160 百万円 139 百万円 

･支払利息相当額 44 百万円 38 百万円 

(４) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をリース契約上に残価保証の取決めがあるものは当

該残価保証額、それ以外のものは零とする定額法によっております。 

(５) 支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 

（有価証券関係） 

  平成 13年 3月期 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。 

 



１１ 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産発生の主な原因別の内訳 

 平成 13 年 3 月期 平成 12 年 3 月期 

繰延税金資産   

貸倒引当金 1,622 百万円 1,518 百万円 

賞与引当金 57 百万円 99 百万円 

たな卸資産評価損 176 百万円 158 百万円 

有価証券評価損 2,175 百万円 2,041 百万円 

繰越欠損金 6 百万円 252 百万円 

その他 92 百万円 450 百万円 

繰延税金資産 小計 4,131 百万円 4,520 百万円 

評価性引当額 △ 4,131 百万円 △ 4,520 百万円 

繰延税金資産 合計 ― 百万円 ― 百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に差異がある場合 

 平成13年3月期 平成 12 年 3 月期 

法定実効税率 42.0% 42.0% 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.8% 5.1% 

住民税均等割等 2.9% 4.1% 

評価性引当額 △ 16.3% 54.4% 

繰越欠損金 △ 28.2% △ 101.5% 

法人税等還付 △ 1.3% －% 

過年度法人税等 －% 3.4% 

その他 0% 0% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.9% 7.5% 

 

 

役員の異動 

役員の異動につきましては、平成13年2月21日に発表していますので記載を省略しております。 


